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Ｊ-ＰＯＷＥＲ-電源開発株式会社-について

注）2009年3月31日現在、単体ベース

2,224名○従業員

1,525億円うち資本金

3,821億円純資産

2兆55億円○総資産

396億円経常利益

7,049億円売上高

注）2009年3月31日現在、連結ベース

東証1部上場2004年10月

電源開発促進法廃止2003年10月

民営化閣議決定

電気事業

1997年6月

○事業内容

○民営化

電源開発促進法による1952年9月○設立

注）新事業は全て子会社、関連会社による

3万kW2ヶ所RDF他

32万kW3ヶ所PPS

52万kW3ヶ所IPP

133万kW20ヶ所計

26万kW12ヶ所風力

30万KVA周波数変換所（出力）1ヶ所

429万KVA変電設備（出力） 3ヶ所

2,408km送変設備（亘長）

1,699万kW67ヶ所計

新事業（出力）

60万KVA交直変換所（出力） 1ヶ所

○建設中発電所（主なもの）

138万kW大間原子力

842万kＷ8ヶ所火力

856万kＷ59ヶ所水力

発電設備（出力）

○設備（国内）
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国内卸電気事業に続く｢第２の柱｣に

６ヵ国/地域･２５件が運転中、他３件建設中 (２０１０年２月末現在)

豊富な海外コンサルティング事業の実績

・63ヵ国/地域、310件

国内最大の卸電気事業者の知見

・発電所；67地点、16GW超

・送電線：総延長 2,400km 他

電力需要の伸び率の低下 電力事業における民営化･自由化の流れ

急激な人口増加･経済成長に伴う需要増

電力需要の高い成長が見込めるアジアを
中心に海外IPP事業への参画機会が拡大

国内電力市場 海外電力市場

１．海外事業の歩み （１）海外発電事業を｢第２の柱｣に -

J-POWERの強み
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１．海外事業の歩み(2) – 海外発電事業の経緯 -

タイ新規２IPP*1落札2007年

中国に現地法人を設立、国際事業本部を設置2008年

★ 海外コンサル事業開始

1987年～1992年 トルコ国1,000MW石炭火力ＢＯＴプロジェクト

電源開発促進法改正1960年

タイに現地法人を設立

米国に現地法人を設立2005年

★ 米国への投資本格化ﾃﾅｽｶ･ﾌﾛﾝﾃｨｱ(米国)に投資2006年

オランダに持株会社を設立2002年

★ 初の海外水力ＩＰＰＣＢＫ(フィリピン)に投資2004年

レイテ地熱(フィリピン)に投資 ※民営化閣議決定1997年

*1 IPP（Independent Power Producer)
*2 SPP（Small Power Producer)

中国格盟案件、タイ７SPP*2への参画2009年

※電源開発促進法廃止カエンコイ２（タイ）に投資2003年

★ 初の大型案件嘉恵(台湾)に投資

～ タイ､中国の小規模案件への投資 ～

国際事業部にＩＰＰ事業室を設置

企画部に海外担当を配置1995年

小規模・マイナーポーションから

大規模・メジャーポーションへ
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２．経営における位置づけ（1）投資の計画（2008～2012年度）

技術革新＋スキーム開発

＝新プロジェクト創出

海外発電事業

約2,500億円

再生可能エネルギー、石炭ビジネスなど

約1,000億円

環境変化を踏まえた

さらなる展開

「第二の柱」として

さらなる展開

既設プラントへの投資

約2,700億円

価値向上に向けた

さらなる取組み

事業資産価値

の維持向上

新プロジェクト

の創造

グローバルな

事業展開

ビジネスの

多様化

2013～

磯子新2号・大間原子力

約3,000億円

国内資産のさらなる拡充
発電設備の

規模増強

(年度)

石炭ガス化技術開発など

2008～2012

(*)金額は当社連結資産に計上される金額を計上
なお、海外発電事業はプロジェクトファイナンスを組成する予定であり、当社のエクスポージャーはプロジェクトの資本金相当額に出資比率を乗じた金額
に限定

2008年度は

約2000億円の

投資を実施
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２．経営における位置づけ （２）海外発電事業の資産と利益の見通し

営業運転中
持分出力
（単位：万kW）

利益額
（単位：億円）

（年度）

(*)営業運転中持分出力はプロジェクトの総出力に対して当社出資比率（持分比率）を乗じた出力であり、年度末の数値を計上
利益額はプロジェクトの総利益に対して当社出資比率（持分比率）を乗じた金額であり、当該年度の金額を計上

2013年度以降、タイで計画中の大規
模プロジェクトの運転開始を見込む

○サメッタイ地点
位 置：チェチェンサオ県サメッタイ地区
出 力： 1,600MW （800MW×2基）
運転開始：2013年 （目途）

○ノンセン地点
位 置：サラブリ県ノンセン地区
出 力： 1,600MW （800MW×2基）
運転開始：2014年 （目途）

08年度は急激な円高進行の影響を受けたが、10年度には100億円レベルを見込む
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３．海外事業推進体制(1) - 本店組織 -

国際事業本部

管理機能

営業･開発･技術機能

重要な事案の
審議･調整･指示

社 長

国際営業部

国際業務部

企画･管理グループ

ＩＰＰ事業戦略･マネジメントグループ

中国室

ＩＰＰ北米グループ

ＩＰＰアジアグループ

開発営業室

ＩＰＰタイグループ

・ 責任の明確化

・ 専門機能の高度化

・ 事業運営の管理徹底

・ 開発･営業の強化

2008年 経営課題に機動的かつ的確に対応する

ため、国際事業関係組織を改正
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北京事務所

中国

ワシントン事務所

米国

ニューデリー事務所

インド

ジャカルタ事務所

インドネシア

ブリズベン事務所

オーストラリア

アッパーコトマレ
工事監理事務所

スリランカ

捷帕瓦電源開発諮詢(北京)有限公司

中国

J-POWER USA 
Development Co., Ltd.

米国

J-POWER Generation 
(Thailand) Co., Ltd.

タイ

ソンラＳＶ
工事監理事務所

ベトナム

CBK Power Co., Ltd.

フィリピン

Chia Hui Power Co.

台湾

ハノイ事務所

ベトナム

３．海外事業推進体制(2)海外拠点
赤は現地法人、緑は駐在事務所、青は工事監理事務所を示す
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４．海外発電事業実績(1)

ザヤツコボ風力プロジェクト

ポーランド

嘉恵プロジェクト

台湾

天石プロジェクト
漢江プロジェクト
新昌プロジェクト
格盟（※）

中国

ＣＢＫ水力プロジェクト

フィリピン

テナスカプロジェクト
エルウッドプロジェクト
グリーンカントリープロジェクト
バーチウッドプロジェクト
パイローンﾌプロジェクト
エクウスプロジェクト
フルヴァナプロジェクト
エッジウッドプロジェクト
ショーハムプロジェクト
オレンジ・グローブ

米国

ロイエットバイオマスプロジェクト
ラヨンコジェネレーションプロジェクト
タイオイルパワープロジェクト
インディペンデントパワープロジェクト
カエンコイプロジェクト
サムットプラカンプロジェクト
ノン･ケープロジェクト
ヤラバイオマスプロジェクト
カエンコイ２プロジェクト
サメッタイ地点 （新規IPP落札案件）
ノンセン地点 （新規IPP落札案件）
７ＳＰＰ

タイ

ﾆｮﾝﾁｬｯｸ２

ベトナム

※「格盟」は、「格盟国際能源有限公司」へ
の投資案件。同公司は、10地点・
10,150MW（同公司持分4,374MW・建設
中含む）の石炭火力発電所にコミット。
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101,320石炭新昌

74,349*石炭格盟
中国

１，３９１MW持分出力合計

27180水力漢江（喜河）

４９９MW持分出力合計

2450ボタ火力天石

5080
ｶﾞｽｼﾝﾌﾟﾙ
ｻｲｸﾙ

エッジウッド

5080
ｼﾞｪｯﾄ燃料ｼ
ﾝﾌﾟﾙｻｲｸﾙ

ショーハム

5080ガスCCGTパインローン

5048
ｶﾞｽｼﾝﾌﾟﾙ
サイクル

エクウス

15885ガスCCGTフルヴァナ

50242石炭バーチウッド

251,350
ガスシンプ
ル

サイクル
エルウッド･エナジー

50795ガスCCGTグリーン･カントリー

31830ガスCCGTテナスカ･フロンティア

アメリカ

当社持分
（％）

出力
（ＭＷ）

発電形態プロジェクト名国/地域

営業運転中のもの①

2010年2月末現在

４．海外発電事業（2） ‐運転中プロジェクト

１，０１８MW持分出力合計

50 728水力ＣＢＫフィリピン

40670
ガス
CCGT

嘉恵台湾

4920
ｺﾞﾑ木廃
材

ヤラ

11700
ガス
CCGT

インデペンデントパ
ワー

19113
ガス
CCGT

タイオイルパワー

20112
ガス
CCGT

ラヨン

2510モミ殻ロイエット

タイ

491,468
ガス
CCGT

カエンコイ２

49120
ガス
CCGT

ノン･ケー

49117
ガス
CCGT

サムットプラカン

49110
ガス
CCGT

カエンコイ

当社持分
（％）

出力
（ＭＷ）

発電形態プロジェクト名国/地域

4548風力ザヤツコボポーランド

営業運転中のもの②

*格盟傘下に天石があるため、格盟の天石持分出力25MWを除く。
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４．海外発電事業（3） -建設中・計画案件

110ガスCCGT
コンバインド ヒートアンド パ
ワー

120ガスCCGTリル コジェネレーション

110ガスCCGT
チャチョンサオコジェネレー

ション

110ガスCCGT
サラブリ A コジェネレーショ

ン

110ガスCCGT
インダストリアル コジェン

110ガスCCGTパトゥム コジェネレーション

３，９８０MW合計

110ガスCCGT
サラブリ B コジェネレーショ

ン

1,600ガスCCGTノンセン地点

タイ

1,600ガスCCGTサメッタイ地点

出力
（ＭＷ）

発電形態プロジェクト名国/地域

３，９８０MW３，９８０MW１カ国/地域 ９件計画中

７，７４７ＭＷ１９，６０１ ＭＷ３６件*７ヵ国/地域、合 計

３，５６０ＭＷ１４，５０５ ＭＷ２５件６ヵ国/地域、運転中

２０７ＭＷ１，１１６ＭＷ３件３ヵ国/地域、建設中

当社持分出力出力件数状 況

新規計画中案件

合計

10096ガスオレンジ・グローブアメリカ

27270水力漢江（蜀河）中国

５750ガスニョンチャック２ベトナム

当社持分
（％）

出力
（ＭＷ）

発電形態プロジェクト名国/地域

建設中のもの

2010年2月末現在

*中国漢工は運転中と建設中を1件でｶｳﾝﾄ



13

63ヵ国310件（2010年2月末現在）

アジア・中南米を中心に幅広い実績

５．海外コンサルティング事業実績(1)

アジア・太洋州

19国 204件

中近東・アフリカ

15国 40件

北米

1国 １件

欧州

14国 20件

中南米

13国 45件
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西ベンガル州西部のキストバザル川に上池ダム、
下池ダム及び揚水発電所(900MW)を建設

詳細設計
施工監理

円借款インドプルリア揚水発電計画

九州電力、中国電力と共同で、インド国国営火力
発電公社（ＮＴＰＣ）の既設石炭火力発電所の設
備診断や熱効率診断を受託。

設備診断

技術移転

ＪＩＣＡインドインド国火力発電運用改善
計画調査

省エネルギー普及促進に向けた基礎調査、制度
検討、ロードマップ等の策定

調査ＪＩＣＡインドネシアインドネシア国 省エネル
ギー普及促進調査

既設石炭火力発電所（元宝山1,2号機：中電投、
安順2号機：国電集団）3地点の設備診断を実
施。主要設備更新後の効率向上方策の提案等

設備診断ＮＥＤＯ
/JCOAL

中国石炭火力発電所設備診断
業務

ハノイから南西350kmに位置するギソン地区に
300MW×2の石炭火力発電所を建設

詳細設計
施工監理

円借款ベトナムギソン１火力発電所計画

ベトナム

スリランカ

実施国

紅河支流のダー川に2,400MW(300MW×8)の水
力発電所と貯水池を建設

施工監理ﾍﾞﾄﾅﾑ政
府

ソンラ水力発電計画

マハヴェリ川支流コトマレ川に、日間調整池、導水
路及び150MWの発電所を建設

施工監理円借款アッパーコトマレ水力発電
計画

概要業務資金ソースプロジェクト名

５．海外コンサルティング事業実績(2)
- 最近の主な案件 -
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６．Ｊ-ＰＯＷＥＲの海外事業戦略(1)
《 基 本 方 針 》

国内電気事業と海外コンサルティング事業で培った当
社の発電事業者としての強み･特徴を発揮できるマー
ケット･事業選択

我が国の外交･通商･経済協力政策をふまえた市場戦略

小規模案件からスタートし、段階的に投資対象･規模･
ポーションを拡大、最終的にメジャーでの事業参画を
目指す (タイがその好例)

既投資アセット(現在25件・当社持分出力約3,500MW
に達している)の安定稼動による収益確保
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６．Ｊ-ＰＯＷＥＲの海外事業戦略(2)
《 市 場 展 開 》

タイにおける新規プロジェクトの確実な推進

米国･中国および東南アジアを中心に更なる事業展開

長期的な安定成長に向けた新市場･新分野への取組み

【３大主要マーケット】
・タイ、アメリカ、中国を３大主要マーケットと認識

【短中期的マーケット】
・フィリピン、台湾、インドネシア、ベトナム
⇒ 日本との緊密な関係、安定した高成長見込み、J-POWERの知見･経験が活用可能

⇒ 各国のエネルギー･電力政策に合わせてプロジェクト発掘

【中長期的マーケット】
・インド、ロシア等
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７．タイ国における取り組み(1)

【 市場の特徴 】
現在の設備容量は国全体で約27GW（うちEGAT:16GW）
電力ピーク需要の伸びは鈍化するも堅調
新規電源（2009年～2021年）は約30GW（建設中8GWを除く）
近隣国からの電力輸入
天然ガスへの依存過大 ⇒ 電源多様化政策推進(石炭･原子力)

【 留意すべき動き 】
政権不安定
・2008年2月に新政権発足するも、これまでに憲法裁判所の判決により、サ
マック、ソムチャイの２内閣が総辞職。反タクシン市民団体が首相府・国際
空港を占拠するなど、政局が混乱。
・2008年12月にアピシット政権が成立するも、タクシン支持、不支持を
巡って対立が深刻化、不安定な政治情勢が続く。

国民の石炭火力への反対
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【 Ｊ-ＰＯＷＥＲの基本戦略 】
現地法人設立後、EGCO社･PTT社等のタイパートナーと密接な連携を
とりながらプロジェクト管理、新規案件開発を実施

事業実施･管理体制の徹底強化

投資済み発電資産からの確実な収益実現

新規獲得案件の確実な遂行

ラオス等周辺諸国からタイへのPPA付き電力輸出案件参画可能性模索

７．タイ国における取り組み(2)

J-POWERとしてタイ電力業界で一定の地位･規模を構築
営業運転中案件 ： 9件、設備出力 2,770MW（持分出力 1,018MW）

新規IPP落札案件： 2件＋SPP7件 設備出力 3,980MW
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７．タイ国における取り組み(3)
- 新規ＩＰＰ落札案件概要 -

タイ国ＩＰＰ入札について
・2012～2014年に運転開始するプロジェクト3,200MWを公募
・応札：20件 → 落札：4件、4,400MW
☆ J-POWERは2件のガス火力発電所案件を落札（2007年12月）
☆ 現在、2010年秋頃の着工に向けて、電力購入契約、ガス供給契約、建設請負
契約、融資契約等の諸準備実施中。

【サメッタイ地点】
チェチェンサオ県サメッタイ地区（バンコク東方約80km）
種 別：ガス火力発電所
出 力：1,600MW（800MW×2系列）
運転開始：2013年（目途）
事業会社：サイアム･エナジー社

【 ノンセン地点 】
サラブリ県ノンセン地区（バンコク北方約100km）
種 別：ガス火力発電所
出 力：1,600MW（800MW×2系列）
運転開始：2014年（目途）
事業会社：パワー･ジェネレーション･サプライ社
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７．タイ国における取組み（４） -7SPP電力販売契約締結 -

110ガスCCGTコンバインド ヒートアンド パワー

120ガスCCGTリル コジェネレーション

110ガスCCGTチャチョンサオコジェネレーション

110ガスCCGTサラブリ A コジェネレーション

110ガスCCGT
インダストリアル コジェン

110ガスCCGTパトゥム コジェネレーション

７８０MW合計

110ガスCCGTサラブリ B コジェネレーション

出力
（ＭＷ）

発電形態プロジェクト名

【計画概要】

バンコク近郊のサラブリ、チャチョンサオ、ラヨ
ン、パトゥム各県の工業団地内及びその近傍地

2009年11月にEGATとPPAを締結。

2010年 第2四半期以降、工事を開始、2012年9
月から2013年9月の間に順次運転開始（予定）

90MWの電力をEGATへ販売。EGAT以外にも工業団
地等の一般顧客向けに、電力(20～30MW)・蒸
気・冷却水を供給。

【※SPPプログラム】

タイ政府が、（1）小規模事業者への奨励を通じ、
在来電源の副産物や再生エネルギーを活用してエ
ネルギー利用効率を上げること、

（2）石油輸入・使用の削減を図ることを目的と
して1992年に創設したプログラム。

【プロジェクト概要】
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100%

100%

J-POWER Holdings (Thailand) Co., Ltd.

J-POWER Investment Netherland

日本

オランダ

J-POWER

100%

J-POWER Generation (Thailand) Co., Ltd.
日本人及びローカルスタッフで構成

Gulf Electric Public
Company Limited

タイ

49%

100% 95%

26%

19%

50%

EGCOｸﾞﾙｰﾌﾟ
（ﾀｲﾊﾟｰﾄﾅｰ）

74%

56%

PTTｸﾞﾙｰﾌﾟ
（ﾀｲﾊﾟｰﾄﾅｰ）

81%

80%

EGCO
Green

ｶｴﾝｺｲ2、
その他4ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾛｲｴｯﾄ

EGCOｺｼﾞｪﾝ

ｲﾝﾃﾞｨﾍﾟﾝﾃﾞﾝﾄ
ﾊﾟﾜｰ

ﾀｲｵｲﾙﾊﾟﾜｰ

Gulf JP Co., Ltd.

100%

７．タイ国における取り組み(5)
- 当社事業体制 -

20%

（開発計画推進）
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８. 米国における取り組み（１）

【 市場の特徴 】
世界最大級のエネルギー消費国

発電資産の高い流動性

【 留意すべき動き 】
温暖化問題への国･州レベルの環境政策動向 ⇒ 原子力政策へ
の影響
金融危機を端緒とした景気後退

･電力需給の伸びが停滞、開発計画の中止・繰延

オバマ新大統領就任に伴う環境ニューディール政策

･エネルギー政策としてクリーンエネルギー促進に10年間で1,500億ドル
の拠出を表明
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８. 米国における取り組み（2）

【 Ｊ-ＰＯＷＥＲの基本戦略 】
米国現地法人を設立（2005年）
米国人スタッフと日本人スタッフによる共同作業により、活発な営業･
調査活動を実施中

John Hancock社と合弁会社を設立（2007年）
J-POWERの案件発掘力とJohn Hancock社の資金力を活かした取り組み
案件管理･開発についてはJ-POWERが主導した上で50:50の共同出資

米国市場の高い流動性を活用した貢献収益の最大化

長期的には石炭火力の新規開発を目指す

着実な案件管理・開発

・営業運転中9件、設備出力4,390MW（持分出力1,390MW）

・2009年7月オレンジ・グローブ着工（グリーンフィールド案件）
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100%

J-POWER USA Development  
Co., Ltd. （ D-Co ）
事業開発調査会社

Chairman：国際営業部長
CEO       ：米国人

投資案件 投資案件
発電資産の管理・所有。

デラウエア州ウィルミントン

デラウェア州

C-Corp

I-Co

IPP事業開発
投資案件の調査・発掘

会社目的

イリノイ州シャンバーグ
（シカゴ市近郊）

主たる
事務所
所在地

デラウェア州登記地

C-Corp.形態

D-Co

役員として社員派遣

J-POWER USA Investment 
Co., Ltd. （ I-Co ）
投資･資産管理会社

Chairman：国際営業部長
CEO ：米国人

日本

米国

J-POWER

SPV1 SPV2

John Hancock

J-POWER USA Generation, L.P.

・JパワーとJohn Hancock の
合弁会社

・D-CoがGeneral Partnerとして
案件管理・開発を担当

100%

50%

100%

50%

役員として社員派遣

J-POWER North America
Holdings Co., Ltd.

Chairman : 国際営業部長

８．米国における取り組み（3）
- 当社事業体制 -
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８．米国における取組み（4）
-オレンジ・グローブ発電所着工-

オレンジ・グローブ・エナジー社事業会社名

平成22年3月（予定）運転開始年月

販売先：SDG&E

購入契約期間：運転開始後25年間

販売先及び

購入契約期間

天然ガス（SDG&E社が供給）燃料

当社子会社として、保守運営会社を
設立済み

（J-POWER Orange Grove Operations, 
LLC）

保守運営会社

96MW出力

ｼﾝﾌﾟﾙｻｲｸﾙｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電方式

BOT（運転開始から25年経過後に
SDG&Eへ譲渡予定)

プロジェクト形態

開発、建設、操業の

各断面における知見の獲得
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９．中国における取り組み(1)

【 市場の特徴 】
巨大な市場規模、世界最大の需要の伸び

電気事業体制：５大発電集団公司･２大電網公司体制

｢上大圧小｣政策

省エネ･環境対策の導入推進

再生可能エネルギー･原子力の開発促進

中国固有の特殊性：ＰＰＡ*がない、許認可等手続きの複雑さ

【 留意すべき動き 】
物価高騰

化石燃料価格の高騰と電気料金における石炭価格連動制の動向

発電設備の国産化推進

金融危機に端を発する4兆元の内需刺激策

* PPA（Power Purchase Agreement；電力販売契約）
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９．中国における取り組み(２)

【 Ｊ-ＰＯＷＥＲの基本戦略 】
有力パートナーとの事業提携
有力パートナーとの提携は今後も中国市場参入戦略の中心
地方電力との共同事業も視野に入れた取り組み

事業参画推進と収益の拡大

2000年 天石火力発電計画(50MW)に参画

2007年 漢江水力一貫開発(450MW)に参画

2008年 新昌火力発電計画(1,320MW)に参画、中国現地法人の設立

2009年 格盟国際能源有限公司の権益を買収

政策に合致したプロジェクトへの参画

・再生可能エネルギー、資源総合利用案件等 ⇒ 優遇策の活用

省エネ･環境対策に関する当社技術を活用した事業展開

・乾式脱硫脱硝装置、ＣＤＭ事業、省エネ診断等

第三国における中国企業との共同事業の可能性検討
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９．中国における取組み(3)－格盟国際能源有限公司－

山西国能（47%）出資者

韓国電力（34%）

ドイツ銀行（9%）

J-POWER（7%）

32.5億人民元売上高(2008年)

中国電力（3%）

発電会社10社

（34ユニット、持分出
力約4,300MW）

現有資産

100億人民元資本金

2007年4月設立

発電資産の全てが石炭火力（今後の開発計画にも多数の石炭火力）

山西国際電力有限公司時代から天石プロジェクトを通して長年のパートナー関係

高効率／環境調和型の石炭火力技術を活用した新たなビジネスチャンス

発電所と炭鉱の一体開発

所在地：中国山西省太原市 中国最大の産炭地域
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チリ国 ネスレ社 燃料転換

チリ国 メトロガス社 コジェネ

コロンビア国 ブエルタ＆ヘラドラ 水力

ブラジル国 アクエリアス 小水力

ブラジル国 カイエイラス ランドフィルガス削減

中国 二道橋 水力

中国 太白 水力

中国 盤石セメント廃熱発電

⇒これまで当社が開発に携わったCDMプロジェクトで、CDM理事会に登録されたプロジェクト

10．J-POWERが参加しているCDMﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1)
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第三・第四のCDM登録プロジェクト（水力発電）

第三：アクエリアス水力発電所（ブラジル国マトグロッソ・ド・スル州）
第四：ラ・ヴェルタ＆ラ・エルドラ水力発電所（コロンビア国アンティオキア県）

水力発電によって化石燃料発電を代替

ベースライン ：運用設備および建設計画から代替電力の排出原単位を算出

追加性 ：プロジェクトの経済性が低い

プロジェクト期間 ：7年間 × 3

予想CER発生量 ：年間約13,000ﾄﾝ（アクエリアス）

：年間約68,000ﾄﾝ（ラ・ヴェルタ＆ラ・エルドラ）

10．J-POWERが参加しているCDMﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(2)


